
 

“倒産・解雇”“雇い止め”などで離職した方は 
 

国民健康保険税が軽減されます 
         （角田市国民健康保険税条例第 23 条の２及び第 24条の２） 

 

 

 

 

 
 
 

＜お問い合わせ＞ 税務課 保険税係 ６３－２１１４ 

⓵ 雇用保険の特定受給資格者（倒産・解雇などによる離職など） 

⓶ 雇用保険の特定理由離職者（雇い止めなどによる離職など） 

 

国民健康保険税は、前年中の所得などにより算定されますが、上記対象となった場合は、前年の

『給与所得を 30/100』とみなして算定します。 

離職の翌日から翌年度末までの国民健康保険に加入している期間となります。 

※雇用保険の失業等給付を受ける期間とは異なります。 
※軽減期間の途中で就職をしても、国民健康保険に加入している間は引き続き軽減の対象となります。 

軽減を受けるには申告する必要があります。申告の際は、下記担当窓口まで、『個人番号カード

（または通知カード等と身分証明書）』、『雇用保険受給資格者証※』や『雇用保険受給資格通知

※』をお持ちください。 
 
※個人番号制度を活用したハローワークへの情報連携を行うことで雇用保険受給者証の提示を省略できますが、申

告された内容と情報連携の結果に相違があった場合等に後日雇用保険受給資格者証の提示を求めることがありま

す。申告時に雇用保険受給資格者証をお持ちいただくことで手続きを円滑に行うことができますので、ご協力お願

いいたします。 

軽減額は？ 

軽減期間は？ 

軽減を受けるには手続きが必要です！ 

対象となる方 

対象となるのは、『雇用保険受給資格者証』『雇用保険受給資格通知』に

記載の離職理由欄の理由コードが、 

１１，１２，２１，２２，２３，３１，３２，３３，３４の方です。 

※ただし、失業時点で 65歳以上の方は対象となりません。 

『高年齢受給資格者証』

及び『特例受給資格者

証』の場合は対象となり

ません。 
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